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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　５２．３原子％以上５５．９原子％以下の鉄と、１９．０原子％以上２２．０原子％以
下のクロムと、０．９原子％以上２．０原子％以下のマンガンと、０．６原子％以上２．
５原子％以下のモリブデンと、０．４原子％以上１．７原子％以下のタングステンと、１
５．６原子％以上１６．０原子％以下のホウ素と、３．５原子％以上４．０原子％以下の
炭素、及び１．２原子％以上２．５原子％以下のケイ素を含み、熱的及び／又は電気的な
バリア被覆材に用いられる合金。
【請求項２】
　熱伝導率が１４．２Ｗ／ｍＫ以下である請求項１記載の合金。
【請求項３】
　請求項１又は２記載の合金の製造方法であって、
（ａ）　合金組成物を供給し、
（ｂ）　炭素、窒素、リン、ケイ素、イオウ、及びホウ素からなる群より選択される１以
上の合金化元素を供給し、
（ｃ）　前記合金組成物の熱伝導率及び／又は電気伝導率を低減させるレベルで前記合金
化元素が存在するように、前記合金組成物と、前記合金化元素と、を混合する工程を含む
方法。
【請求項４】
　請求項１又は２記載の合金の製造方法であって、
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（ａ）　自由電子を有する母材を供給し、
（ｂ）　炭素、窒素、リン、ケイ素、イオウ、及びホウ素からなる群より選択される１以
上の合金化元素を供給し、
（ｃ）　前記合金化元素を前記母材と組み合わせて、前記母材の自由電子密度を低減させ
る工程を含む方法。
【請求項５】
　前記母材の自由電子密度は、この母材での値から低減され、当該自由電子密度は、概し
て、前記合金化元素と組み合わされた後に充填された外殻の典型値である請求項４記載の
方法。
【請求項６】
　前記母材は、鉄、ニッケル、コバルト、アルミニウム、銅、亜鉛、チタン、ジルコニウ
ム、ニオブ、モリブデン、タンタル、バナジウム、ハフニウム、タングステン、マンガン
、及びこれらの組み合わせからなる群より選択される請求項４又は５記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、合金に関し、より詳細には、電気及び熱伝導率が低い独特な合金に関する。
被覆材の形態で適用した場合、かかる合金は、選択された基板に、断熱特性を提供する能
力を示す。
【背景技術】
【０００２】
　金属及び合金は、電子の海によって取り囲まれた金属イオンからなる金属結合を有する
。充填されていない外側のエネルギーバンドから生じるこれらの自由電子によって、金属
は、高い電気及び熱伝導率を有し、この物質群が伝導体になる。このような金属結合の性
質に起因して、金属及び合金は、電気及び熱伝導率などの特性に、特徴的な範囲を示す。
典型的な金属材料は、一般的に約１．５～１４５×１０－８Ωｍの間の範囲内の電気抵抗
値を示し、鉄は約８．６×１０－８Ωｍの電気抵抗値を有する。金属材料の熱伝導率の典
型的な値は、約０．２～４．３ワット／ｃｍ℃の間の範囲内にあり、鉄は約０．８ワット
／ｃｍ℃の熱伝導率を示す。
【０００３】
　これに対して、セラミックスは、典型的に、陽イオン原子から陰イオン原子への電子移
動に起因する陽イオン及び陰イオンを含有する物質群である。セラミックスの電子密度は
、全て強く結合されているため、外側のエネルギーバンドは充填されている。セラミック
合金は、そのイオン結合の性質のために、電気及び熱伝導率などの特性で、異なる特徴的
な範囲を示す。通常セラミックスは、自由電子を欠くために電気及び熱伝導率が低く、絶
縁体とみなされる。従って、セラミックスは、断熱被覆材などへの適用に好適であり得る
が、金属はそうではない。
【０００４】
　セラミックのような電気及び熱伝導率を示す合金を設計することは、類のないものであ
る。材料科学において、これが利用されている唯一の領域は、変圧器のコアへの適用のた
めの軟質磁性材料の設計におけるものである。この適用においては、電気伝導率を特異的
に低下させて渦電流損失を最小にするために、余分なケイ素が鉄に添加される。しかしな
がら、付加的なケイ素は、合金を脆化するので、変圧器のコアに適用される鉄－ケイ素合
金が通常含有するケイ素は、最大で２．５原子％（原子百分率）である。さらに、鉄製の
変圧器のコアの電気伝導率を低減する試みは、熱伝導率の低減を考慮していない。
【発明の開示】
【０００５】
　本出願は、２００３年２月１１日に出願された米国特許出願第６０／４４６，６１０号
の優先権を主張する。
【０００６】
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　合金金属と、約４原子％を上回る少なくとも１つのＰ－群合金元素と、を含む合金。方
法の形式にあっては、自由電子密度を有する母材を供給し、Ｐ－群合金化元素を供給し、
このＰ－群合金化元素を母材と組み合わせて、母材の自由電子密度を低減させる工程を含
む、合金組成物の熱伝導率及び／又は電気伝導率を低減する方法。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
　比較的低い熱伝導率、及び電気伝導率を示す合金が提供される。この合金は、その合金
組成物中に、鉄、ニッケル、コバルト、アルミニウム、銅、亜鉛、チタン、ジルコニウム
、ニオブ、モリブデン、タンタル、バナジウム、ハフニウム、タングステン、マンガン及
びこれらの組合せ等の一次合金金属、並びにＰ－群元素添加物の画分を増加したもの等を
含む。Ｐ－群元素は、周期表で認められるＩＩＩＡ、ＩＶＡ、ＶＡ、ＶＩＡ、及びＶＩＩ
Ａ族の非金属及び半金属の構成要素であり、リン、炭素、ホウ素、ケイ素、イオウ、及び
窒素が含まれるが、これらに限定されることはない。比較的低い熱及び電気伝導率を示す
この合金は、様々な基板上の断熱及び／又は電気バリアのための適用に好適な被覆物とし
て提供される。
【０００８】
　本発明に従って、比較的低い熱及び電気伝導率を示す合金が提供される。本発明に基づ
く合金は、金属との混合物に、比較的高いＰ－群合金化元素添加物の画分を含む。この添
加されるＰ－群元素には、炭素、窒素、リン、ケイ素、イオウ、及びホウ素が挙げられる
が、これらに限定されるものではない。このＰ－群元素は、溶融状態の金属にＰ－群元素
を添加する等の方法に従って、金属と合金化される。
【０００９】
　好ましくは、本発明の合金は、Ｐ－群合金化成分を含む。この成分は、合金に少なくと
も４原子％（原子百分率）のレベルで存在することが好ましい。また、望ましくは、本発
明に従う合金は、すべてのＰ－群元素の全体としての含有量が、約４原子％から５０原子
％の範囲内になるように、Ｐ－群元素から選択される１以上の合金化成分を含む。
【００１０】
　本発明に従うと、合金は、この合金組成物中に、比較的高いケイ素の画分を含む。例え
ば、鉄／ケイ素合金被覆材を本発明に従って調製することができ、この被覆材を、例えば
、特定の基板の何れにでも適用できる。例えば、被覆材として適用される場合は、強靱性
を無視できない程度まで損失することなく、５．０原子％以上のケイ素を合金に含有でき
ることが見出されている。
【００１１】
　上記にて暗示したように、本発明に従って、この合金は、溶射工程によって、被覆材と
して適用される。得られた被覆材は、熱的及び／又は電気的なバリア被覆材を提供すべく
用いられる。この被覆材は、セラミック材が示すものと同等の熱的及び／又は電気的なバ
リア特性を提供するが、従来のセラミック被覆材の脆弱性を伴うことはない。
【００１２】
　被覆材としての使用に加えて、本発明の合金は、従来の鋳造（永久鋳型、ダイ、射出、
砂型、連続鋳造等）、又は、高速冷却プロセス、すなわち融解紡糸、アトマイゼーション
（遠心、ガス、水、爆発）もしくはスプラット冷却を含む急速凝固のプロセスを含めた、
液体溶融物を処理するいかなる手段によっても処理され得る。一つの特に好ましい方法で
は、アトマイゼーションを利用して、様々な溶射被覆用デバイスのための標的サイズ範囲
の粉末が製造される。
【００１３】
　本発明は、何らかの特定理論により限定されるものではないが、炭素、窒素、リン、及
びケイ素を含む（これらに限定されることはない）Ｐ－群元素を用いて金属を合金化する
ことによって、Ｐ－群合金化元素の電子と母材（上記のように母材には鉄が含まれる）の
自由電子との間に共有結合が形成されると出願時には考えられている。Ｐ－群合金化元素
との共有結合における母材の自由電子の相互作用は、明らかに母材の自由電子密度を下げ
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るように作用し、そして、母材の外殻電子のエネルギーバンドは次第に充填される。した
がって、有効な量のＰ－群元素を添加することによって、母材中の自由電子密度を連続的
に低減でき、そして、外殻電子のエネルギーバンドを次第に充填させることができる。比
較的高い熱伝導率及び電気伝導率は、金属中の充填されていない外殻のエネルギーバンド
にある自由電子により生じるので、自由電子密度が低減するほどに、電気伝導率及び熱伝
導率も低減する。したがって、本発明は、電気及び熱伝導率についてセラミックスと同様
に挙動する合金を提供する。
【００１４】
　［実験観測］
　本発明に従った例示合金は、総レベルで２５．０原子％で存在する幾つかのＰ－群合金
化元素を、例えば鉄と組み合わせて、調製される。実験用の合金は、以下の配分、すなわ
ち、１６．０原子％のホウ素、４．０原子％の炭素、及び５．０原子％のケイ素と、５４
．５原子％の鉄、１５．０原子％のクロム、２．０原子％のマンガン、２．０原子％のモ
リブデン、及び１．５原子％のタングステン、に従い、複数のＰ－群元素を組み合わせる
ことによって製造した。
【００１５】
　実験用の合金は、開示した割合で合金化元素を混合して、その後セラミック製のるつぼ
の中で、ＲＦ誘導を使用して、この合金化成分を溶融することで調製した。先ず、溶融し
た合金を吸引し流動を開始させ、それから、この溶融流に高圧のアルゴンガスを、近接し
たガスアトマイゼーションノズルで供給することによって、合金を粉末の形態に加工した
。製造した粉末は、平均粒子径が３０ミクロンの正規（ガウス）サイズ分布を示した。微
粒化された粉末は、さらに空気分級され、１０～４５ミクロン又は２２～５３ミクロンの
いずれかの範囲の大きさの好ましい粉末が得られた。次いで、これらの好ましいサイズの
供給原料粉末は、選択された金属基板上に、高速酸素燃料溶射システムを用いて噴霧され
、この選択された金属基板上に被覆材が提供される。
【００１６】
　様々な実験において、この例示合金の、熱的な挙動の低下を観測した。具体的には、例
示合金の５グラムの小鋳塊を、水冷銅炉でアーク溶融した。合金の鋳塊は、本明細書に記
載のＰ－群組成物を含有していない他の合金と比較して、冷却して室温に戻すのにより長
い時間がかかることが観測された。より詳細には、冷却のために増加した時間は、約２０
倍以上程度であった。
【００１７】
　さらに、高温に加熱された従来の金属及び合金は、数秒でその赤色放射レベルを下回る
まで冷めるが、本明細書の例示合金が、その合金の赤色放射レベルを上回る温度まで加熱
された場合、その赤色放射は、熱源を除いた後数分間持続することが観察された。
【００１８】
　同様に、従来の金属及び合金は、通常、従来の水冷銅アーク溶融装置での溶融状態から
迅速に冷めて、およそ数分で安全に取り扱うことができる。前記のように調製した実験用
の合金は、水冷銅炉アーク溶融装置で溶融された後、溶融状態から、安全に取り扱うこと
ができる温度に降下して冷めるのに、さらに余分に３０分が必要とされた。
【００１９】
　最後に、溶射された場合、実験用の合金粉末は、伝導率が比較的低く、また熱を吸収し
ないため、従来の運転パラメータを使用して充分な熱伝導を行わない。高速酸素燃料溶射
システムを使用した場合、従来の合金は、当量比（ケロシン燃料の流速／酸素燃料の流速
）が０．８で噴霧することができた。改良された実験用の合金は、低熱伝導率であるため
、０．９～１．２の範囲の随分高い当量比が、充分な加熱力をもたらすために必要である
。加えて、溶着ヘッドによってレーザの焦点に供給された金属粉末を溶融するために高出
力レーザが用いられるＬＥＮＳ（レーザ・エンジニアド・ネット・シェイプ（Ｌａｓｅｒ
　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｅｄ　Ｎｅｔ　Ｓｈａｐｅ））プロセスを介して溶着した場合、非常
に薄い溶着物（２２５μｍ厚溶接物）は、さらに長時間にわたって赤熱を放つので、他の
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【００２０】
　本発明では、広義には、以下の原子％を反映する数を持つ合金組成物、すなわち、Ｆｅ
（５２．３）、Ｃｒ（１９．０）、Ｍｏ（２．５）、Ｗ（１．７）、Ｂ（１６．０）、Ｃ
（４．０）、Ｓｉ（２．５）及びＭｎ（２．０）の合金組成物を有するＳＨＳ７１７粉末
、並びにＦｅ（５５．９）、Ｃｒ（２２．０）、Ｍｏ（０．６）、Ｗ（０．４）、Ｂ（１
５．６）、Ｃ（３．５）、Ｓｉ（１．２）及びＭｎ（０．９）の合金組成物を有するＳＨ
Ｓ７１７ワイヤに注目した。
【００２１】
　ＳＨＳ７１７被覆材の熱伝導率を、レーザフラッシュ法で測定し、その結果を表１に示
す。ワイヤアークによる被覆の高い多孔性に起因して、ワイヤアークによる伝導率が、概
ねＨＶＯＦよりも低いことは注目されるべきである。この被覆材の伝導率は、最低の熱伝
導率の金属であるチタンのものより低く、また、室温ではアルミナセラミックよりずっと
低いことに注目するべきである（表２参照）。
【００２２】
【表１】

【００２３】
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